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はじめに

　文部科学省では，児童生徒の問題行動や不登校等の生
徒指導上の諸課題について，全国の状況を調査・分析する
ことにより，教育現場における取組のより一層の充実に資す
るとともに，今後の施策の参考とするため，毎年度本調査を
実施している。
　令和２年度における調査結果は，令和３年 10 月 13 日に
公表した。
　なお，本調査における調査項目・対象は，資料１のとおり
である。

資料１　調査項目・対象

１）暴力行為：　国公私立小・中・高等学校
２）いじめ：　国公私立小・中・高・特別支援学校，

都道府県教育委員会，市町村教育委員会
３）出席停止：　市町村教育委員会
４）小・中学校の長期欠席（不登校等）：　国公私立小・

中学校，都道府県教育委員会，市町村教育委員会
５）高等学校の長期欠席（不登校等）：　国公私立高等

学校
６）高等学校中途退学等：　国公私立高等学校
７）自殺：　国公私立小・中・高等学校
８）教育相談：　都道府県・市町村教育委員会

調査結果の概要

（１）暴力行為
　本調査において「暴力行為」とは，「自校の児童生徒が，
故意に有形力（目に見える物理的な力）を加える行為」を
いい，暴力行為の対象によって，「対教師暴力」（教師に限

らず，学校職員も含む。），「生徒間暴力」（何らかの人間関
係がある児童生徒同士に限る。），「対人暴力」（対教師暴
力，生徒間暴力を除く），学校の施設・設備等の「器物損壊」
の４つに分類している。ただし，家族・同居人に対する暴力
行為は調査対象外としている。
　なお，本調査においては，当該行為によってけががあるか
ないかといったことや，けがによる病院の診断書，警察への
被害届の有無などにかかわらず，資料２に記載のあるような
行為と同等か又はこれらを上回るようなものを暴力行為とし
て扱っている。

資料 2　暴力行為の例

○「対教師暴力」の例
・ 指導されたことに激高して教師の足を蹴った。
・ 教師の胸倉をつかんだ。
・ 教師の腕をカッターナイフで切りつけた。
・ 養護教諭目掛けて椅子を投げ付けた。
・ 定期的に来校する教育相談員を殴った。
・ その他，教職員に暴行を加えた。
○「生徒間暴力」の例
・ 同じ学校の生徒同士がけんかとなり，双方が相手を

殴った。
・ 高等学校在籍の生徒２名が，中学校時の後輩で，中

学校在籍の生徒の身体を壁に押し付けた。
・ 部活動中に，上級生が下級生に対し，指導と称して

清掃道具でたたいた。
・ 遊びやふざけを装って，特定の生徒の首を絞めた。
・ 双方が顔見知りで別々の学校に在籍する生徒同士が

口論となり，けがには至らなかったが，身体を突き
飛ばすなどした。

・ その他，何らかの人間関係がある児童生徒に対して
暴行を加えた。

○「対人暴力」の例
・ 学校行事に来賓として招かれた地域住民に足蹴りをした。
・ 偶然通り掛かった他校の見知らぬ生徒と口論にな

り，殴ったり蹴ったりした。

令和２年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の
諸課題に関する調査」結果について

児童生徒課
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・ 登下校中に，通行人にけがを負わせた。
・ その他，他者（対教師及び生徒間暴力の対象を除く。）

に対して暴行を加えた。
○「器物損壊」の例
・ 教室の窓ガラスを故意に割った。
・ トイレのドアを故意に壊した。
・ 補修を要する落書きをした。
・ 学校で飼育している動物を故意に傷つけた。
・ 学校備品（カーテン，掃除道具等）を故意に壊した。
・ 他人の私物を故意に壊した。
・ その他，学校の施設・設備等を故意に壊した。

　令和２年度における国公私立の小・中・高等学校におけ
る暴力行為の発生件数は 66,201 件であり，令和元年度調
査の 78,787 件から 12,586 件（16.0％）減少している。
児童生徒 1,000 人当たりの発生件数は 5.1 件（前年度 6.1
件）となっている。
　学校種別で見ると，小学校における暴力行為は近年大幅
に増加していたが，令和２年度は減少しており，また中学校・
高等学校の暴力行為は近年減少傾向にあったところ，令和２
年度は大幅な減少となった（図１参照）。

 図１　学校種ごとの暴力行為発生件数の推移

※平成 25 年度からは高等学校に通信制課程を含める。

（２）いじめ
　本調査において「いじめ」とは，「児童生徒に対して，当
該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒
と一定の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物
理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるも
のを含む。）であって，当該行為の対象となった児童生徒が
心身の苦痛を感じているもの」（いじめ防止対策推進法第２

条第１項）をいう。なお，起こった場所は学校の内外を問わ
ない。
　また，個々の行為がいじめに当たるか否かの判断は，表面
的・形式的に行うことなく，いじめられた児童生徒の立場に
立って行うこととしている。

　令和２年度における小・中・高等学校及び特別支援学校
におけるいじめの認知件数は 517,163 件であり，令和元年
度調査の 612,496 件から，95,333 件（15.6％）減少して
いる。児童生徒 1,000 人当たりの認知件数は 39.7 件（前
年度 46.5 件）となっている。平成 26 年度以降認知件数
の増加が続いていたが，令和２年度は全学校種で大幅な減
少となった（図２参照）。

 

図２　いじめの認知件数の推移

※平成 25 年度からは高等学校に通信制課程を含める。

　いじめを認知した学校は 29,001 校だった。学校総数に対
する割合は 78.9% であり，前回調査の 82.6% から 3.7 ポ
イント減少した。
　また，認知したいじめのうち年度末時点で解消しているも
のは 400,495 件であり，これは認知されたいじめ件数の
77.4% にあたる。

　いじめの認知件数について，認知件数の増加は，学校に
おいて初期段階のものも含めていじめを積極的に認知し，そ
の解消に向けて取り組んでいる結果と考えて，肯定的に捉え
てきた。
　「いじめ防止対策推進法」の施行以降，いじめの認知件
数は増加が続いていたが，令和２年度は大幅に減少している。
その要因としては，新型コロナウイルス感染症の影響により，
・ 生活環境が変化し児童生徒の間の物理的な距離が広
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がったこと，
・ 日常の授業におけるグループ活動や，学校行事，部活

動など様々な活動が制限され，子供たちが直接対面して
やり取りをする機会やきっかけが減少したこと，

・ 年度当初に地域一斉休業があり夏季休業の短縮等が行
われたものの例年より年間授業日数が少ない学校もあっ
たこと，

・ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響による偏見や差別
が起きないよう学校において正しい知識や理解を促した
こと，これまで以上に児童生徒に目を配り指導・支援し
たこと，

　等が考えられる。また先に述べた暴力行為の減少につい
ても，同様の背景が考えられる。
　一方で，生活環境や行動様式が大きく変化し，発見でき
ていないいじめがある可能性にも考慮し，引き続きいじめの
早期発見，積極的な認知，早期対応に取り組んでいくことが
重要である。

＜ネットいじめについて＞

　今回調査においてはいじめの認知件数が減少しているが，
その中にあってパソコンや携帯電話等を使ったいじめの件数
は 18,870 件で，前年度から946 件増加し，過去最多を更
新している。
　ＳＮＳ等を用いたいじめについては，外部から見えにくく，ま
た，匿名性が高いなどの性質から，学校が認知しきれていな
い可能性がある。
　また，ＧＩＧＡスクール構想が進展する中，１人１台端末等
を使ったいじめが発生する可能性があることにも留意が必要
であり，端末の活用におけるルールを明確にし，児童生徒と
の間で共通理解を図り，教師が児童生徒の書き込みを確認
できる設定にするなど，安全かつ効果的に端末を活用できる
ようにすることが重要である。
　どのような態様のいじめについても，学校として組織的に
対処する必要があることは言うまでもなく，日頃から児童生徒
の見守りや信頼関係などの構築等に努め，いじめを訴えやす
い体制を整えることが重要であり，また情報モラル教育を推
進していくことが必要となっている。

＜いじめの重大事態について＞

　いじめ防止対策推進法第 28 条第１項に規定する「重大
事態」 の発生件数は 514 件と，前回調査の 723 件から
209 件減少している。

　いじめによって児童生徒の生命，心身又は財産への重大
な被害が生じた疑いがある事案（法 28 条第１項第１号に該
当）が 239 件（前回調査 301 件），いじめによって児童生
徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑
いがある事案（同第２号に該当）が347 件（前回調査 517 件）
に，それぞれ減少している（図３参照）。

図３　いじめ重大事態の件数推移

　
　重大事態の件数は減少しているものの，引き続き憂慮すべ
き状況である。重大事態については，いじめ問題に適切に
対応することで，限りなく件数を零に近づけるべきではあるが，
いじめ防止対策推進法に基づき，取り上げるべきものは適切
に取り上げなければならない。
　「いじめの防止等のための基本的な方針」（平成 25 年
10 月 11 日文部科学大臣決定（最終改定平成 29 年 3 月
14 日））において，「児童生徒や保護者から，いじめにより
重大な被害が生じたという申立てがあったときは，その時点
で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態と
はいえない」と考えたとしても，重大事態が発生したものとし
て報告・調査等に当たる」とあり，この点には特に留意が必
要である。

（３）長期欠席について
　長期欠席の調査については，従来，年度間に児童・生徒
指導要録における「欠席日数」が 30 日以上の児童生徒を
長期欠席として調査してきたが，新型コロナウイルス感染症
の影響を踏まえ，今回調査では児童・生徒指導要録の「欠
席日数」と「出席停止・忌引き等の日数」の合計日数によ
り，年度間に 30 日以上登校しなかった児童生徒を長期欠席
として調査した。なお，従来どおり，「出欠の記録」の「備
考」欄に校長が出席扱いとした日数が記載されている場合
は，その日数についても登校しなかった日数に含めることとし
ている。
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　また，感染回避を目的として登校しない・保護者が登校さ
せないといった事象は，現在の状況に特有のものであり，従
来の不登校やその他の理由とは分けて把握すべきものである
ことから，欠席理由の区分として，「病気」「経済的理由」「不
登校」「その他」の４区分に加えて，「新型コロナウイルス
の感染回避」欄を新たに設けた。
　この調査により，「新型コロナウイルスの感染回避」により
30 日以上登校しなかった児童生徒数は，小学校 14,238 人，
中学校6,667人，高等学校9,382人，合計30,287人であり，
在籍児童生徒数に占める割合は約 0.2％という結果が明らか
となった（図４参照）。

 

図４　小・中学校における長期欠席者数の推移

（４）小・中学校における不登校
　本調査において「不登校児童生徒」とは，年度間に 30
日以上登校しなかった長期欠席児童生徒のうち，何らかの心
理的，情緒的，身体的，あるいは社会的要因・背景により，
登校しないあるいはしたくともできない状況にある者（ただし，
病気や経済的理由，新型コロナウイルスの感染回避によるも
のを除く）をいう。

　令和２年度間の国公私立の小・中学校における不登校児
童生徒数は 196,127 人であり，令和元年度調査における
181,272 人から 14,855 人（8.2％）増加している。在籍
児童生徒に占める不登校児童生徒の割合は 2.0％（前年度
1.9％）となった（図５参照）。
　小・中学校いずれも増加しており，在籍児童生徒数が減
少しているにもかかわらず不登校児童生徒数は８年連続で増
加し，また，約 55% の不登校児童生徒が 90 日以上の長期
に及び欠席しているなど，憂慮すべき状況にある。

 

図５　小・中学校における不登校児童生徒数の推移

　不登校児童生徒が増加している背景には，学校に対する
保護者や児童生徒自身の意識の変化の影響のほか，休養の
必要性を明示した「義務教育の段階における普通教育に相
当する教育の機会の確保等に関する法律」の趣旨が浸透し
たという側面もあると考えられる。
　また令和２年度については，コロナ禍による生活環境の変
化で生活リズムが乱れやすい状況や，学校生活において様々
な制限がある中，登校する意欲が湧きにくい状況にあったこ
と等も背景として考えられる。

　不登校児童生徒の支援に当たっては，「義務教育の段階
における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する
法律」及び同法に基づく基本指針（「義務教育の段階にお
ける普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本
指針」（平成 29 年 3 月 31 日文部科学省））等に基づき，
魅力あるより良い学校づくりや児童生徒の学習状況等に応じ
た指導・配慮を実施すること，児童生徒の社会的自立を目
指して，個々の不登校児童生徒の状況に応じた必要な支援
を推進することが重要である。

（５）高等学校における中途退学
　本調査において「中途退学」とは，年度の途中に校長
の許可を受け，又は懲戒処分を受けて退学した者等をいい，
転学者及びいわゆる「飛び入学」により大学に進学した者
は含まない。

　令和２年度間の国公私立の高等学校における中途退学者
数は 34,965 人であり，令和元年度調査の 42,882 人から
7,917 人（18.5%）減少した。中途退学率（在籍者数に
対する中途退学者数の割合）は 1.1%（前年度 1.3%）となっ
ている。
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　中途退学は近年減少傾向にあり，平成 25 年度以降，平
成 30 年度に増加したほかは毎年減少している（図６参照）。
中途退学の理由としては，多い順に，「進路変更」 が
15,087 人（中途退学者のうち 43.1%），「学校生活・学業
不適応」が 10,662 人（同 30.5%），「その他の理由」が
2,635 人（同 7.5%）等となっている。

 

図６　高等学校における中途退学者数の推移

（６）自殺
　本調査においては，令和２年度間に死亡した小・中・高等
学校における児童生徒のうち，警察等との関係機関とも連携
し，学校が把握できた情報を基に自殺であると判断したもの
や，警察により自殺と判断されたものについて件数を把握し
ている。

　国公私立の小・中・高等学校から報告のあった，令和２
年度において自殺した児童生徒数は 415 人であった。令
和元年度調査の 317 人から98 人増加し，調査開始以降最
多となっており，極めて憂慮すべき状況である（図７参照）。

図７　自殺した児童生徒数の推移

※平成 18 年度からは国・私立学校，平成 25 年度からは高等 

　学校通信制過程も調査対象とている。

　内訳は小学校 7 人（前回調査 4 人），中学校 103 人（前
回調査 91 人），高等学校 305 人（前回調査 222 人）となっ
ている。特に女子高校生の自殺は前回調査の 63 人に対し
て令和２年度は 131 人と大幅に増加している。
　自殺した児童生徒が置かれていた状況として「いじめの問
題」があったとされる児童生徒は 12 人（前回調査 10 人）
であった。
　多くの児童生徒が自殺に及んでいるという現状は，非常に
憂慮すべき事態であり，児童生徒の自殺を防ぐことは喫緊の
課題である。
　警察庁・厚生労働省の自殺統計において，今般のコロナ
禍において児童生徒の自殺者数が増加していることが明らか
となっており，本調査の結果の公表に先だち，本年６月には
文部科学省の「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協
力者会議」において，審議のまとめとして提言がなされてい
る。
　この審議のまとめでは，コロナ禍における児童生徒の自殺
に係る環境の変化として，
・ 在宅ワークの増加等による家庭内の過密化により，家族

内葛藤等の家庭環境の不和が生じたことや，
・ 目標や夢，達成感等が得られる機会となる学校行事や

大会などの中止等，学校環境が変化したこと，
などが指摘されており，こうしたことが自殺者数の変化に影響
しているとも考えられる。

　児童生徒の自殺に関しては，
・「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」（平成２１年

３月）
・「子どもの自殺が起きたときの緊急対応の手引き」（平成

２２年３月）
・「子供に伝えたい自殺予防」（平成２６年７月）
・「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針（改訂）」

（平成２６年７月）
を作成，公表しており，活用が求められる。
　また，以下の通知および事務連絡により，ＳＯＳの出し方に
関する教育を少なくとも年１回実施するなど積極的に推進す
ることを依頼するとともに，ＳＯＳの出し方に関する教育の教
材例を示している。
・「児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態，強い心理

的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける
等のための教育の推進について」（平成３０年１月２３日
付け通知）

・「児童生徒の自殺予防に向けた困難な事態，強い心理

～
～
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的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付け
る等のための教育の教材例について」（平成３０年８月
３１日付け事務連絡）

　上述の審議のまとめでは，今後必要な施策として，ＳＯＳ
の出し方に関する教育を含めた自殺予防教育の充実，悩み
や不安を抱える児童生徒の早期発見・対応に資するＩＣＴの
活用，関係機関等の連携体制の構築を挙げており，これら
の内容を踏まえて，児童生徒の自殺予防に関する取組を行っ
ていくことが必要である。

おわりに

　以上のような調査結果を踏まえて，文部科学省としては，
・ 成長を促す積極的な生徒指導の充実，
・ 課題の早期発見や支援のための教育相談体制の充実，

具体的にはスクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーの配置充実，ＳＮＳ等を活用した相談事業，

・ いじめへの対応や自殺予防の取組に関する普及啓発・
理解促進

等を引き続き実施していくこととしている。
　また，
・１人１台端末等を活用した相談支援の充実，
・ 不登校児童生徒への支援の充実，
・ 現状の分析と施策の改善に向けた取組

等も促進し，児童生徒の問題行動・不登校等に対する各地
域における取組が一層充実するよう，支援していくこととして
いる。

　いじめ，不登校，暴力行為その他の生徒指導上の諸課題
への対応に当たっては，校長を中心として学校が組織的に対
応することが重要であり，また，事案の内容等に応じ，教育
委員会等の設置者への報告や，その指示に基づく対応が求
められる。
　その際，児童生徒の問題行動や不登校等の背景には家
庭環境など様々な要因の影響も考えられることから，事案に
応じて，スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー
等を活用するとともに，警察，児童相談所，法務局又は地
方法務局，人権擁護委員，福祉・医療等の関係機関との
連携を積極的に図ることも必要である。

　今回の調査結果からは，新型コロナウイルス感染症によっ
て学校や家庭における生活や環境が大きく変化し，子供たち
の行動等にも大きな影響を与えていることがうかがえる。
　いじめや暴力行為が減少したとは言え，様々な活動の制限
は子供たちが得られるはずだった学びの機会や経験が減少し
た可能性を含んでおり，必ずしも肯定的に捉えることはでき
ない。人と人との距離が広がる中，不安や悩みを相談でき
ない子供たちがいる可能性があること，子供たちの不安や悩
みが従来とは異なる形で現れたり，一人で抱え込んだりする
可能性があることにも考慮する必要があり，引き続き周囲の
大人が子供たちのＳＯＳを受け止め，組織的対応を行い，外
部の関係機関等に繋げて対処していくことが重要である。


